
都道府県財政比較分析表(平成16年度決算)
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愛知県
※グループ平均を100とした
　ときの比率で表した。

※グループとは、道府県を財政力指数の高低によって4つに分類したものである。
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分析欄
財政力指数　　　：０．８８と高い指数である。本県は法人二税などの地方税収が多額となっている。
経常収支比率　 ：類似団体平均と比べ２．６ポイント上回っている。その要因として、人件費及び公債費の充当
　　　　　　　　　　　一般財源（経常的なもの）の割合が７割超と高い比率となっていることがあげられる。今後、総
　　　　　　　　　　　人件費を始めとする歳出の抑制により経常収支比率の低下に努め、財政の弾力性を図る。
起債制限比率   ：類似団体平均並みではあるが、バブル期の２年度（6.9％）と比較すると１．５倍に悪化してい
　　　　　　　　　　　る。累次の国の経済対策に対応してきた県債発行の元利償還による影響などが要因としてあ
　　　　　　　　　　　げられる。今後は、県債の新規発行額を抑制し、公債費の上昇を抑え、起債制限比率の低下
　　　　　　　　　　　に努める。
人口１人当たり　：臨時財政対策債等の地方の財源不足に対する特別な地方債などの残高が地方債現在高の
地方債現在高   　約３割を占めている。ここ２年間は前記の地方債を除く新規発行額は減少傾向にあり、今後、
　　　　　　　　　　　通常の割合を超えて充当している県債の計画的抑制を含め、県債の新規発行額を抑制し、地
　　　　　　　　　　　方債現在高の増高に歯止めをかける。
ラスパイレス指数：101.1と国を若干上回っているのは、一般的に都市部や産業活動の活発な地域の民間給与
　　　　　　　　　　　水準が全国平均を上回る傾向にあること等の現れと思われる。今後も、県人事委員会の報告
　　　　　　　　　　　・勧告を尊重することを基本とし、本県における民間給与水準との均衡を図りながら、給与制度
　　　　　　　　　　　の見直しに取り組む。
人口100,000人  ：知事部局等の一般の事務部門については、11～16年度までの間で1,648人の定数削減を行っ
当たり職員数　 　た。今後も、17～22年度までの間に1,500人以上の定数削減を目標にしている。警察官、教職
　　　　　　　　　　 員については、政令等に基づき適正配置に努めていく。


